
（平成２４年１０月１１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認鳥取地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

厚生年金関係 1 件



鳥取厚生年金 事案557 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額に係る記録については、申立期間のうち、平成22年３月

１日から23年６月１日までの期間について、標準報酬月額の決定の基礎となる21

年４月から同年６月まで及び22年４月から同年６月までは、標準報酬月額36万円

に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたと認められることか

ら、申立人のＡ法人における22年３月から23年５月までの標準報酬月額に係る記

録を36万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年１月４日から23年６月１日まで 

平成18年１月４日から23年12月30日まで､Ａ法人にＢ職として勤務したが、

ねんきん定期便に記載されている標準報酬月額が､当時の給与より低額となっ

ていることに気がついたので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、平成 18年１月４日から 23年６月１日までの期間に係る年金記録

の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、特例的

に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち､申立日に

おいて保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」

という。）を､その他の期間については､厚生年金保険法を適用する、という厚

生労働省の見解が示されたことを踏まえて､当委員会では､上記各期間において､

その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することと

している。 

  申立期間のうち、平成 18年１月４日から 22年３月１日までの期間について

は、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるこ

とから、厚生年金特例法を、22 年３月１日から 23 年６月１日までの期間につ

いては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間で



あることから、厚生年金保険法を適用する。 

 

２ 申立期間のうち、平成22年３月１日から23年６月１日までの期間に係る標準

報酬月額については、オンライン記録において28万円と記録されている。 

  しかし、申立人から提出された給与支払明細書によると、標準報酬月額の決

定の基礎又は改定の基礎となる21年４月から同年６月まで、及び22年４月から

同年６月までは標準報酬月額36万円に相当する報酬月額が事業主により申立人

へ支払われていたことが確認できる。 

  したがって、申立人のＡ法人における当該期間の標準報酬月額に係る記録を

36万円に訂正することが妥当である。 

 

３ 申立期間のうち、平成18年１月４日から22年３月１日までの期間について、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているところ、厚生年金特例

法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し､これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは､事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成18年５月１日から同年６月１日までの

期間、同年８月１日から19年７月１日までの期間、同年10月１日から20年１月

１日までの期間、同年２月１日から同年６月１日までの期間、同年７月１日か

ら同年８月１日までの期間、同年10月１日から同年12月１日までの期間、21年

３月１日から同年４月１日までの期間、同年５月１日から同年７月１日までの

期間、同年８月１日から同年９月１日までの期間、同年10月１日から22年１月

１日までの期間について、申立人が所持する給与支払明細書において確認でき

る報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額よ

りも高額であることが確認できるものの、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月

額と同額であることが確認できることから、厚生年金特例法による保険給付の

対象に当たらない。 

    また、申立期間のうち、平成18年１月４日から22年３月１日までの期間につ

いて、上記以外の期間は、申立人は、給与支払明細書等を所持していないこと

などから、当該期間の厚生年金保険料控除額等を確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



鳥取厚生年金 事案558 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和18年４月１日から同年10月15日まで 

昭和18年４月１日から19年６月14日までＣ社からＤ社（昭和19年３月21日

にＣ社から名称変更）に継続して勤務していたのに、申立期間について、厚生

年金保険の加入記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和18年４月１日から19年６月14日までＣ社からＤ社に継続して

勤務した。」と主張しているが、Ｃ社は、20年９月21日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、当時の事業主及び役員の所在等も不明であることから、

申立人の勤務期間を特定することができない。 

また、申立人は、「昭和18年４月１日にＥ市にあったＣ社に入社後まもなく同

社のＦ事業所に転勤した。」と主張しているが、申立人が一緒にＣ社に入社した

同僚Ａの厚生年金保険被保険者資格取得日は、申立人と同日の18年10月15日であ

り、当該同僚は、「昭和18年９月＊日に発生した地震の時は、Ｃ社に入社してい

なかった。地震の後に入社した。」と供述していることから入社日は同年10月頃

と考えられる。さらに、申立人が一緒にＦ市に転勤したと供述している同僚Ｂの

厚生年金保険被保険者資格取得日は18年12月１日であるが、同日までは別の事業

所で厚生年金保険の記録があることから、転勤時期は同年12月以降と考えられる。 

加えて、厚生年金手帳記号番号払出簿、申立人の厚生年金保険被保険者台帳及

びＣ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人の厚生年金保険被

保険者資格取得日は、いずれも昭和18年10月15日と記録されており、申立人が同

日以前に資格を取得した記録は確認できない。 

このほか、申立人は給与明細書等の関係資料を所持しておらず、ほかに申立期



間において、Ｃ社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


